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Ⅰ 北海道クリーン農業推進計画（第８期）について 

 

１ 計画策定の趣旨 

道は平成３年度、人と自然に優しい農業の確立を目指し、土づくりを基本に化学

肥料や化学合成農薬の使用を必要最小限にとどめるクリーン農業を全国に先駆け

て提唱しました。 

 

それから 30 年以上にわたり、クリーン農業が北海道農業の標準的な取組になるよ

う技術の開発や普及、消費者へのＰＲ活動に取り組んだ結果、令和５年度の北海道

における単位面積当たりの主要化学肥料及び農薬の使用量は平成３年度比でそ

れぞれ約５割減少しています。 

 

近年、地球温暖化に伴う気候変動や国際情勢の変化による資材価格の高止ま

り、農業者の高齢化や離農による一戸当たりの経営面積の拡大など農業を取り巻く

情勢は大きく変化しています。 

 

こうした中、国は新たな「食料・農業・農村基本法」において「食料安全保障の確

保」や「環境と調和のとれた食料システムの確立」を基本理念として明記しました。 

 

「北海道クリーン農業推進計画（第８期）」では、こうした農業を取り巻く情勢の変

化や国の政策の方向性を踏まえ、安定生産と環境負荷の低減を両立させる北海道

農業の実現に向け、道が進めようとする今後の施策の展開方向を示しています。 

 

 

２ 計画の位置づけ 

本計画は「第６期農業・農村振興推進計画(令和３年(2021 年)３月策定)」及び

「第５次北海道食の安全・安心基本計画(令和６年(2024 年)３月策定)」に沿った施

策別計画です。 

平成３年度（1991 年度）からおおむね５年ごとに見直しを実施しています。 

 

 

３ 計画の期間 

令和７年度（2025 年度）から 12 年度（2030 年度）までとします。 
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資料：農林水産統計「農作物作付（栽培）延べ面積及び耕地利用率」（農林水産省）、  
   農薬要覧（日本植物防疫協会）、日本アンモニア肥料協会公表：都道府県別単肥及び複合肥料出荷実績  
１ 作付面積とは「作付け延べ面積」で飼肥料作物を除く   
２ 農薬年度 前年１０月～当該年９月、肥料年度 前年７月～当該年６月  
３ ｈａ当たり出荷数量は、耕地及び作付面積調査と農薬便覧、  
  日本アンモニア肥料協会公表により算出（道農政部食の安全推進局食品政策課）   
４ 農薬の種類は殺虫剤、殺菌剤、殺虫殺菌剤、除草剤、殺鼠剤、植物成長調整剤、その他 

その他は、農薬肥料、補助剤、殺虫殺菌植調剤、忌避剤、石灰その他（石灰窒素含まない）、誘引剤  
５ 主要肥料は硫安、尿素、過リン酸石灰、高度化成、普通化成、NK 化成の合計   

■ 主要肥料及び農薬の単位面積当たりの出荷量推移  

■ 北海道クリーン農業推進計画の位置づけ  
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資料：農林水産統計「農作物作付（栽培）延べ面積及び耕地利用率」（農林水産省）、

H３年度比較で47.6％削減

H３年度比較で46.1％削減



 - 5 - 

Ⅱ クリーン農業について 

 

１ クリーン農業とは 

（１）この計画における各用語の定義は、次のとおりです。 

 ① クリーン農業 

    堆肥等の有機物の施用などによる土づくりに努め、化学肥料や化学合成農薬

の使用を必要最小限にとどめながら、品質の高い農産物を安定的に生産する農

業 

 ② クリーン農産物 

    農産物のうち、クリーン農業の定義に沿って生産されたもの 

 

 ③ YES!clean 農産物表示制度（北のクリーン農産物表示制度） 

    北海道クリーン農業推進協議会が定めた表示制度で、クリーン農産物の栽培情

報をシンボルマークとともに消費者や実需者に伝えるもの 

 ④ YES!clean 農産物 

    クリーン農産物のうち、「北のクリーン農産物表示制度生産集団登録基準」に適

合して生産されたもの 

 

 ⑤ 特別栽培農産物に係る表示ガイドライン 

    国が定めたガイドラインで、生産過程等における節減対象農薬の使用回数及び

化学肥料の窒素成分量が、慣行レベルの５割以下で生産された農産物の表示ル

ール 

 ⑥ 特別栽培農産物 

    農産物のうち、特別栽培農産物に係る表示ガイドラインに沿って生産されたもの 

 

 ⑦ 有機農業 

    化学的に合成された肥料及び農薬を使用しないこと並びに遺伝子組換え技術

を利用しないことを基本として、農業生産に由来する環境への負荷をできる限り低

減した農業生産の方法を用いて行われる農業 

 ⑧ 有機農産物 

    農産物のうち、有機農業の定義に沿って生産されたもの 

 ⑨ 有機ＪＡＳ制度 

    ＪＡＳ法に基づき「有機ＪＡＳ」に適合した生産が行われていることを第三者機関が

検査し認証された事業者に「有機ＪＡＳマーク」の使用を認める制度 

 ⑩ 有機ＪＡＳ認証農産物 

    有機農産物のうち、有機ＪＡＳ制度の検査・認証を受けたもの 
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⑪ また、この計画においては（１）の①及び②のほか、①から⑩全体を指してクリーン

農業あるいはクリーン農産物としての記載もあります。 

 

 

  

■ クリーン農業の概念図 
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２ クリーン農業の環境負荷低減効果 

農業は、自然環境の恩恵を受けながら営まれる産業です。しかし、農産物の生産

過程において、過度に効率性を追求したり農業生産資材を不適切に利用した場

合、自然環境に負荷をかけるだけでなく農業生産基盤自体に負荷をかけるおそれ

があります。 

地球環境に対する関心が国内外で高まる中、クリーン農業に取り組み環境負荷

を低減することは、北海道の農業が消費者の信頼を得て持続的に発展する上で極

めて重要です。 

クリーン農業は、堆肥等の施用により、有機物を介して大気中の二酸化炭素を土

壌中にとどめる効果があり、地球温暖化の防止に貢献するとともに、化学肥料の使

用を必要最小限にとどめることは、河川や湖沼の富栄養化を抑制するほか、温室効

果ガスである一酸化二窒素の発生を抑え、地球温暖化の防止に貢献します。 

さらに、化学合成農薬の使用を必要最小限にとどめることは、微生物や昆虫類、

水生生物等を保護する効果があり、生物多様性の保全に貢献します。 

 

このほかクリーン農業の副次的な効果として、化学肥料や化学合成農薬の使用

を必要最小限にとどめることは、肥料散布や農薬散布などの作業を省力化する効果

のほか、資材価格の高騰時に農業経営への影響を緩和するなど、外的要因の影響

を受けにくい足腰の強い経営体の実現に繋がります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ 農業生産活動の主な環境リスク 
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■ クリーン農業による環境保全効果  

地 球 温 暖 化 防 止 の 効 果  

正味GHG排出削減量量

（tCO２-eq/10a）

 ばれいしょ 0.647～0.694

 大豆 0.647～0.694

 えだまめ 0.647～0.694

 たまねぎ 0.666～0.714

 かぼちゃ 0.657～0.704

 その他 0.638～0.752

作物

YES!clean 登録集団の畑作・露地野菜畑に
おける正味 GHG 排出の削減量の試算

注1 H28～R2年平均（北海道クリーン農業推進協議会調べ）

注2 土壌窒素肥沃度「中」、かつ堆肥由来のN2O排出係数が

高い場合と低い場合の試算

資料：北海道立総合研究機構「クリーン農業による畑地からの温室効果ガスの排出抑制効果」 

（R4（2022））  

資料：北海道立総合研究機構「天敵生物の発生量増加によるクリーン農業の環境保全効果の確認

（H24（2011））  

生 物 多 様 性 保 全 の 効 果  
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注1 秋まき小麦は前年9 月～8月、てんさいは3～10 月の積算
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注1 H28～R2年平均（北海道クリーン農業推進協議会調べ）

注2 土壌窒素肥沃度「中」、かつ堆肥由来の

高い場合と低い場合の試算

N2O CO2
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Ⅲ クリーン農業の現状と課題 

 

１ 安定生産と環境負荷低減の両立 

（１）現状 

○ 地球温暖化の影響による気候変動、農業資材価格の高止まり、一戸当たりの経営

面積の増加など農業を取り巻く情勢が変化しています。 

○ 国は令和３年にみどりの食料システム戦略を策定し、生産力向上と持続性の両立

をイノベーションで実現することを掲げているほか、令和６年に食料・農業・農村基本

法を改正し、食料安全保障の確保と環境と調和のとれた食料システムの確立を基本

理念に掲げています。 

○ 道は平成３年度から道立農業試験場（平成 22 年度から(地独)道総研農業研究本

部）においてクリーン農業技術を開発し、令和５年度までに 422 の成果を発表してい

ます。 

○ 開発されたクリーン農業技術は道の『施肥ガイド』や『農業生産技術体系』、『クリー

ン農業技術体系』の基礎となっており、農業改良普及センターを通じて広く全道に

普及されています。 

○ その結果、単位面積当たりの化学肥料と農薬の使用量は、令和５年度には平成３

年度比で化学肥料、農薬ともに約５割減少しましたが、近年は減少幅が縮小し下げ

止まりの傾向にあります。（Ｐ４下段のグラフ参照） 

○ 農作業の省力化や精密化を可能とするスマート農業技術が急速に普及していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：農業物価統計（令和２年基準）「類別月別年次別価格指数」（農林水産省）  

■ 日本の年平均気温偏差の経年変化  

資料：「日本の年平均気温偏差の経年変化（1898〜2023 年）」（気象庁） 

■ 農業生産資材価格の推移 
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（２）課題 

○ 化学肥料や化学合成農薬の使用量を更に削減するためには、新たな技術を活用

した栽培技術や病害に抵抗性を有する品種の開発が必要です。 

○ 開発に当たっては、地球温暖化による気候変動への適応や、スマート農業技術の

活用による農作業の省力化や精密化を実現することが必要です。 

○ 開発した技術の普及に当たっては、技術を導入した場合に必要となる経費や労働

力を考慮し、利益の向上につながることが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ クリーン農業技術の開発状況 

資料：「クリーン農業・有機農業の技術開発体系と成果」（道食品政策課） 
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２ クリーン農業に対する理解醸成 

（１）現状 

○ 道は平成３年度、クリーン農業を推進する母体として、農業団体、経済団体、流通

事業者、消費者団体等を構成員とする北海道クリーン農業推進協議会を設立し、

約 30 年間にわたって、クリーン農業が北海道農業の標準的な取組になるよう各般の

施策を推進してきました。 

○ クリーン農業が広く道内の農業者に普及したことにより、化学肥料や化学合成農薬

の使用を必要最小限にとどめて生産した農産物を広く消費者に届けることができる

ようになっています。 

 

（２）課題 

○ クリーン農業が北海道農業の標準的な取組になるためには、農業者がクリーン農

業に取り組み、消費者がクリーン農産物を購入することで環境負荷の低減に貢献す

ることについて、農業者、消費者及び流通業者の理解を醸成していくことが必要で

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ 北海道クリーン農業推進協議会の概要 
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３ YES!clean 農産物表示制度や特別栽培農産物表示制度の推進 

（１）現状 

○ 北海道クリーン農業推進協議会は平成 12 年度（2000 年度）、クリーン農業技術を

活用し、化学肥料や化学合成農薬の使用を必要最小限にとどめて生産された農産

物に統一シンボルマークを表示して消費者や流通業者にアピールするYES!clean農

産物表示制度を創設しました。平成 16 年度（2004 年度）からは、化学肥料の使用

量や化学合成農薬の使用回数の基準を定め、統一シンボルマークにこれらを併記

して流通しています。 

○ また、同協議会では、消費者に一層 YES!clean 農産物をアピールするため、ＰＯＰ

やパンフレット、イメージキャラクターを活用し、量販店の売り場や食関連のイベント、

消費者への出前講座などによりＰＲ活動を行うほか、流通・販売業者に対して産地

情報の提供などを行っています。 

○ 一方、YES!clean 農産物の生産面積は、平成 29 年度の 18,390ha をピークに、農

業者の高齢化や離農により、令和５年度は 15,428ha に減少しています。 

○ こうした中、国は化学肥料、化学合成農薬双方を慣行の５割以上減らして栽培し

た農産物を「特別栽培農産物」と表示するためのガイドラインを定め、環境保全型農

業を推進しています。 

○ 近年は、YES!clean 農産物の生産に取り組んでいた生産者が、特別栽培農産物

等の生産に移行する事例も生じています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ YES!clean 登録生産集団及び作付面積の推移 

資料：北海道クリーン農業推進協議会調べ 

■ YES!clean 制度の概要 

YES！clean マーク表示例 YES！clean 表示制度の登録基準の主な特色 
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（２）課題 

○ クリーン農業の取組が拡大するよう、YES!clean 農産物の生産を拡大することが必

要であるとともに、いわゆる慣行栽培から有機農業まで、生産者個々の経営や考え

方に沿った多様なクリーン農業の推進を図ることが必要です。 

○ 併せて、特別栽培農産物の生産面積について、道で把握できる仕組みを構築す

ることが必要です。 

○ YES!clean 農産物を使った加工品を商品化するなど、１年を通じて消費者に届けら

れることが重要です。 

○ YES!clean 農産物を買うことが環境負荷低減に寄与することについて消費者の理

解醸成を図ることが必要です。 

○ YES!clean 農産物の温室効果ガス削減効果を消費者及び流通業者にアピールし

て、YES!clean 農産物の価値をより高めることが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ YES!clean マーク表示の加工食品の概要 

資料：北海道クリーン農業推進協議会調べ 
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  農業試験場公開デーでのパネル展示         北海道議会庁舎でのパネル展示 

   (R6.8 月、長沼町)                               (R6.8 月、札幌市) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

親子向け体験イベント出展（全道段階）      親子向け体験イベント出展（地域段階） 

(R6.11 月、札幌市)                (R5.8 月、旭川市)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  高等学校への出前講座           東京都における消費者向けイベント出展 

  (R6.1 月、室蘭市)               (R6.11 月、東京都)  

  

■ YES!clean 農産物への消費者理解醸成の取組 
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４ 有機農産物の生産拡大 

（１）現状 

○ 道は有機農業を推進するため、平成 16 年度（2004 年度）から有機農業者と消費

者との交流促進や有機農業の情報発信、有機農業技術の開発に取り組んできまし

た。 

○ 平成 19 年度（2007 年度）には「有機農業の推進に関する法律」に基づく「北海道

有機農業推進計画」を策定し、有機農業を北海道の重要な農業形態の一つとして

位置付け各般の施策を展開してきました。 

○ 有機農業に取り組む農業者数は令和４年度に 459 戸、取組面積は 7,431ha とな

っています。 

○ 有機ＪＡＳ認証を受けた農業者数は令和４年度に 332 戸、取組面積は 6,226ha で

あり、ともに全国１位です。 

○ 近年、有機ＪＡＳ認証の表示がされた加工品が販売されるほか、大手量販店などに

有機農産物専用の棚が設置されるようになるなど、有機農産物への需要が拡大して

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ 有機ＪＡＳ農産物制度の概要 

資料：「有機農業をめぐる事情」（農林水産省） 

■ 道内の有機農業取組農業者数 

及び取組面積の推移  

■ 全国及び道内の有機ＪＡＳ認証農業者数 

及び認証面積の推移  

資料：道 食品 政策課 調べ 資料：「 県別 有機認 証事業 者数」 及び「 国 内におけ る有 機 JAS ほ場の 面積」 （農林 水 産省） 
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（２）課題 

○ 有機農産物への需要に応えていくため、有機農業への転換・参入、定着を推進し

ていくことが必要です。 

○ 有機農業に取り組む生産者相互の連携や情報共有のため、地域はもとより広域的

なネットワーク活動の推進が必要です。 

○ 除草などの作業負担を軽減する技術、ＩＣＴ、ＡＩ等の先端技術を活用した有機栽

培技術及び有機農業に活用できる品種の開発などが必要です。 

○ 有機農産物の販路は生産者ごとに形成されていることが多いことから、有機農産物

に対する様々な需要の情報が様々な生産者に迅速に伝わる環境作りを支援する必

要があります。 

○ 消費者の有機農産物に対する需要は「安全・安心」によるものが多い一方、「環境

負荷の低減に貢献すること」による需要は少ないことから、消費者への啓発を通じて

需要の拡大を図ることが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 有機農業技術現地研修会            有機農業ネットワーク全道交流会 

    (R6.8 月、岩見沢市・新篠津村)        (R6.3 月、札幌市)  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  「食べる・たいせつフェスティバル」での PR 活動    現地研修          

【道南有機農業ネットワーク】         【とかちオーガニック振興会】 

(R6.9 月、函館市)               (R6.7 月、帯広市・音更町)  

■ 全道段階でのネットワーク活動の取組  

 ■ 地域段階でのネットワーク活動の取組  
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５ クリーン農産物の販売拡大 

（１）現状 

○ 消費者の環境に対する意識の高まりから、環境に配慮した農産物に対する需要が

世界的に大きくなっています。 

○ 道は「北海道食の輸出拡大戦略」において、生産者や事業者、支援機関等が連

携しながら農畜産物・農畜産加工品（日本酒含む）の輸出拡大に取り組むこととして

います。 

○ 輸出に当たっては、輸出先国の農薬の残留基準等をクリアすることが求められます

が、農薬の使用を必要最小限にとどめているクリーン農産物は、高い競争力が期待

されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ 日本の有機食品市場規模推計値の推移 

資料：「有機農業をめぐる事情」（農林水産省） 

資料：「有機農業をめぐる事情」（農林水産省） 

■ 世界の有機食品売上の推移 
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（２）課題 

○ 国内の量販店や食品加工事業者からの需要に対応できる産地づくりが必要です。 

○ 農産物の輸出に当たっては、輸出先の国や地域の残留農薬基準などに対応でき

ることが必要であり、生産農場に対して国際水準ＧＡＰの認証を求められる場合があ

ります。 

○ 日本の有機ＪＡＳ認証を受けていれば「有機」や「organic」と表示することが可能で

ある国や地域もあることから、有機ＪＡＳ認証を受けていることが重要です。 

○ 農産物を輸出する場合、想定する国や地域に向けて道内のクリーン農業や有機

農業の取組をＰＲすることが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 全道の国際水準ＧＡＰ推移 

資料：道食品政策課調べ 

■ 日本の有機ＪＡＳ認証制度と同等として取り扱う国や地域の概要  

資料：「有機食品の検査認証制度について」（農林水産省） 
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